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予算編成の概況 Ⅰ 
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私たちの暮らしに未曽有の困難をもたらした新型コロナウイルス感染症に対し、日本が

一丸となって難局に立ち向かった結果、昨年５月に感染症法上の分類が季節性インフル 

エンザ並みの「５類」に引き下げられました。 

３年以上もの間、休止を余儀なくされていた地域の行事が次々と再開し、街に活気が 

戻り、これまでの平穏な日常を取り戻しつつあります。しかし、長引く物価高騰もあり、

地域社会や経済は、決して予断を許さない状況にあります。 

これまで、コロナ禍の最中にあっても、区民生活に関わる諸課題に対しては、歩みを  

止めることなく取り組んできたところですが、この間にも、我が国や本区が対処すべき 

本質的な課題が大きく顕在化しています。 

 

１．子ども・子育て支援施策  ２．ＤＸの推進     ３．高齢者施策 

４．地域コミュニティ活性化  ５．脱炭素社会の実現  ６．災害に備えたまちづくり 

 

これら６つのテーマは、いずれも区民生活の基盤に関わる重要課題ですが、中でも、  

結婚や出産、子育てをためらう方々に寄り添う「子ども・子育て支援施策」と、行政    

サービスを刷新し区民の生活をアップデートする「ＤＸの推進」には特に注力し、大きく

変化する時代環境に的確に対応すべく「チャレンジングな取組み」を展開します。 

 

本区においては、平成 17 年に制定した「千代田区子育て施策の財源の確保に関する  

条例」の下で、これまでも、子育てに関する問題を解決するために、様々な施策を推進  

してきました。 

待機児童ゼロの達成、所得制限の無い高校生年代までの医療費無償化の実施などの  

先駆的な取組みの結果、職住近接志向による都心回帰の流れとも相俟って、本区における

人口は、増加が続いています。 

しかしながら、国全体では、令和４年の出生数は 80万人を割り込み、合計特殊出生率は

過去最低の 1.26になっています。東京都では、合計特殊出生率が全国最低の 1.04であり、

少子化のスピードが一段と加速しています。本区でも、平成 29 年の 659 人が出生数の  

ピークであり、増減を繰り返しながらも減少傾向にあります。 

少子化は、地域社会の活力喪失に繋がりかねない深刻な問題です。 

区民に最も身近な基礎的自治体である千代田区においては、将来を見据えて、育児に 

かかる様々な負担の軽減を図り、安心して子育てができる環境を、本区ならではの特徴や

実態に合った形で充実させていく必要があります。 

予算の特徴 １ 

未来を拓く子どもの笑顔と 

子育て世代の安心を育む予算 
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つまり、住居費など生活コストが高い都心部にお住まいの子育て世帯は、物価高騰の 

長期化により、これまで以上の経済的負担にさらされており、子育ての各ライフステージ

においては、身体的あるいは精神的な不安を抱えています。また、共働き世帯が多く、  

サポートしてくれる親族が身近にいないなどの困難も少なくないと思います。子どもの 

遊べる場所の確保や、保護者同士で相談できる場や機会の提供も、都心ならではの課題 

です。 

本区のこれまでの子育て施策をさらにその先に進め、千代田区に住み、働きながらも、

結婚や出産、子育てをためらっている方々に寄り添い、「千代田区なら安心して産み、  

育てられる」と前向きになっていただき、そして本区で育つ子どもたちには「千代田区は

わたしたちのふるさとだ」と思ってもらえるよう、以下の３点を柱に、子ども・子育て  

施策を積極果敢に展開します。 

 

１．都心のリソースの活用と子育て・教育環境の整備・充実 

２．家庭環境に関わらず子育てができる経済的な負担の軽減 

３．子どものライフステージに応じた身体的・精神的な負担と不安を解消 

 

「人々の生活をより良いものにすること」こそが、千代田区が進めるＤＸの目標です。 

令和４年４月に「千代田区ＤＸ戦略」を策定し、これまで千代田区が大切にしてきた  

サービスは守りながら、コロナ禍の下で劇的に変化したライフスタイル・ワークスタイル、

いわゆるパラダイムシフトを好機と捉え、抜本的な区民の利便性向上と職員の生産性向上

を目指して、行政サービスを新たな段階へと推し進めています。 

その第一歩として、令和５年８月に、本区独自のポータルサイトを開設し、子育てに  

係る様々な手続きがオンラインで可能になり、窓口では「書かない」で済むスマートな  

手続きができるようにしました。また、情報セキュリティ対策を講じた上で生成ＡＩの 

トライアルを実施するなど、職員の働き方の変革を進めているところです。 

令和６年度は、現行のＤＸ戦略の最終年度になります。これまでの成果や課題を整理し、

今後の展開等を検討し、「次期ＤＸ戦略」へ確実につなげていきます。 

本区は、必要なサービスを必要な方のお手元まで確実にお届けする「ラストワンマイル」

を意識しながら、温もりがあり、人にやさしい、誰もがデジタルの恩恵を享受できる   

千代田区ＤＸを推進していきます。 

 

令和６年度当初予算は、一般会計は 695 億 7,562 万円、そのうち子育てや教育などの 

ための経費である子ども費は 182億 282万円、国民健康保険事業会計、介護保険特別会計、

後期高齢者医療特別会計の３つの特別会計を加えた全会計合計は 842 億 1,134 万円です。 

千代田区第４次基本構想が掲げる概ね 20 年先の将来像である「伝統と未来が調和し、

躍進するまち～彩りあふれる、希望の都心～」をめざした取組みを着実に進めます。 

 

 

千代田区長 樋󠄀口高顕 
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●令和６年度の全会計合計の予算規模は、842 億 11百万円、前年度対比△42億 85百万円、△

4.8％の減となりました。 

●一般会計は、695億 76百万円、前年度対比△54億 68百万円、△7.3％の減となりました。 

なお、区民一人あたりの予算額は 101 万２千円※となりました。 

●国民健康保険事業会計は、71億 90百万円、前年度対比７億 99百万円、12.5％の増となりま

した。 

●介護保険特別会計は、51億 41百万円、前年度対比２億 20百万円、4.5％の増となりました。 

●後期高齢者医療特別会計は、23億５百万円、前年度対比１億 64百万円、7.6％の増となりま

した。 

 

※令和６年度一般会計予算額を令和６年１月１日現在の住民基本台帳人口 68,755 人で除して算出した額です。 

 

 

 各会計予算の編成状況 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

会 計 名 令和６年度予算額 令和５年度予算額 増(△)減額 増(△)減率

一 般 会 計 69,575,616 75,043,252 △5,467,636 △7.3％ 

国民健康保険事業 会計 7,189,915 6,390,548 799,367 12.5％ 

介 護 保 険 特 別 会 計 5,140,714 4,920,819 219,895 4.5％ 

後期高齢者医療特別会計 2,305,096 2,141,422 163,674 7.6％ 

全 会 計 合 計 84,211,341 88,496,041 △4,284,700 △4.8％ 

各会計予算の規模 ２ 
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●特別区税は、前年度対比 32億 91 百万円、15.2％の増となりました。このうち特別区民税は、

課税標準額の増などにより、前年度対比 23 億 50 百万円、12.6％の増、特別区たばこ税は、

売渡本数の増などにより、前年度対比９億 35百万円、32.1％の増となりました。 

●地方消費税交付金は、暦日要因のため本来令和６年度に交付される交付金が令和７年度に繰

り越されることなどにより、前年度対比△１億円、△1.0％の減となりました。 

●特別区交付金は、交付金の原資となる調整税等の増などにより、前年度対比１億 95百万円、

4.0％の増となりました。 

●分担金及び負担金は、「橋梁補修事業費負担金」△３億 19百万円の減などにより、前年度対

比△３億 64 百万円、△24.3％の減となりました。 

●使用料及び手数料は、「道路占用料」１億 22 百万円の増などにより、前年度対比１億 90 百

万円、2.5％の増となりました。 

●国庫支出金は、「新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金」△３億 34百万円、

「戸籍法改正関連事業費補助金」△３億５百万円の減などにより、前年度対比△８億 52 百

万円、△15.3％の減となりました。 

●都支出金は、「ベビーシッター利用支援事業（一時預かり利用支援）補助金」１億 57 百万円、

「保育従事職員宿舎借り上げ支援事業補助金」１億 10百万円、「保育所等利用多子世帯負担

軽減事業」67 百万円、「都知事選挙費」61 百万円の増などにより、前年度対比５億 31 百万

円、15.4％の増となりました。 

●繰入金は、学校給食（小学校管理費、中学校管理費、中等教育学校管理費）の増などに伴う

「子ども・子育て支援事業基金繰入金」６億 85百万円の増があるものの、お茶の水小学校・

幼稚園の整備の完了による減などに伴う「社会資本等整備基金繰入金」△75 億 34百万円の

減などにより、前年度対比△84億 63百万円、△52.3％の減となりました。 

 

歳入予算額の推移 

 

歳入予算一覧表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳入予算（一般会計） ３ 
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歳入予算一覧表 

 

※入湯税は地方税法に基づき、観光の振興経費へ活用します。 

※地方譲与税のうち、森林環境譲与税（31,850 千円）については、森林の整備及びその促進に関する

費用に活用します。 

※地方消費税交付金のうち、平成 26 年度の消費税法改正に伴う税率改定分については、社会保障費へ

活用します。 

区　分 令和６年度予算額 令和５年度予算額

科　目 金　　額 構成比 金　　額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１ 特 別 区 税 24,931,738 35.8 21,640,573 28.8 3,291,165 15.2 

特 別 区 民 税 21,040,657 30.2 18,690,384 24.9 2,350,273 12.6 

軽 自 動 車 税 38,617 0.1 36,450 0.0 2,167 5.9 

特 別 区 た ば こ 税 3,844,866 5.5 2,909,876 3.9 934,990 32.1 

入 湯 税 7,598 0.0 3,863 0.0 3,735 96.7 

２ 地 方 譲 与 税 301,850 0.4 289,940 0.4 11,910 4.1 

３ 利 子 割 交 付 金 70,000 0.1 60,000 0.1 10,000 16.7 

４ 配 当 割 交 付 金 400,000 0.6 350,000 0.5 50,000 14.3 

５ 株式等譲渡所得割交付金 300,000 0.4 350,000 0.5 △50,000 △14.3 

６ 地 方 消 費 税 交 付 金 10,400,000 14.9 10,500,000 14.0 △100,000 △1.0 

７ 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0 

８ 環 境 性 能 割 交 付 金 80,000 0.1 70,000 0.1 10,000 14.3 

９ 地 方 特 例 交 付 金 15,000 0.0 15,000 0.0 0 0.0 

１０ 特 別 区 交 付 金 5,063,375 7.3 4,868,000 6.5 195,375 4.0 

１１ 交通安全対策特別交付金 17,000 0.0 20,000 0.0 △3,000 △15.0 

１２ 分 担 金 及 び 負 担 金 1,135,166 1.6 1,498,956 2.0 △363,790 △24.3 

１３ 使 用 料 及 び 手 数 料 7,837,443 11.3 7,647,491 10.2 189,952 2.5 

１４ 国 庫 支 出 金 4,734,870 6.8 5,587,325 7.4 △852,455 △15.3 

１５ 都 支 出 金 3,984,583 5.7 3,453,335 4.6 531,248 15.4 

１６ 財 産 収 入 377,902 0.5 330,362 0.4 47,540 14.4 

１７ 寄 附 金 27,155 0.0 16,214 0.0 10,941 67.5 

１８ 繰 入 金 7,704,615 11.1 16,167,322 21.5 △8,462,707 △52.3 

１９ 繰 越 金 100,000 0.1 100,000 0.1 0 0.0 

２０ 諸 収 入 2,094,918 3.0 2,078,733 2.8 16,185 0.8 

歳 入 合 計 69,575,616 100.0 75,043,252 100.0 △5,467,636 △7.3 

増(△)減額 増(△)減率
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（1）目的別歳出 

 

●議会費は、「議会中継」９百万円の増などにより、前年度対比 10 百万円、2.3％の増となり

ました。 

●子ども費は、「学校給食（小学校管理費、中学校管理費、中等教育学校管理費）」２億 55 百

万円、「施設改修（小学校管理費、中等教育学校管理費）」１億 92百万円、「ベビーシッター

利用支援事業」１億 69百万円の増があるものの、「お茶の水小学校・幼稚園の整備」完了に

よる△71 億 53 百万円の減などにより、前年度対比△62 億 50 百万円、△25.6％の減となり

ました。 

●保健福祉費は、「新型コロナウイルスワクチン接種対策」△３億 77 百万円の減などにより、

前年度対比△４億円、△4.4％の減となりました。 

●地域振興費は、「レシートを活用した区民生活応援事業」△４億 14 百万円、「戸籍事務費」

△２億 92 百万円の減などにより、前年度対比△７億 64 百万円、△10.2％の減となりまし

た。 

●環境まちづくり費は、「橋梁の整備」△５億 41 百万円の減があるものの、「清掃一部事務組

合分担金」４億 13 百万円、「歩道の設置・拡幅整備」３億 65 百万円の増などにより、前年

度対比２億 77百万円、2.4％の増となりました。 

●総務費は、「総合行政システムのリプレース」完了による△２億 49 百万円の減があるものの、

「全庁ＬＡＮの保守管理」３億 63 百万円の増などにより、前年度対比 91 百万円、1.3％の

増となりました。 

●職員費は、職員数の増や定年引上げによる退職者数の増などにより、前年度対比 14 億 40百

万円、11.7％の増となりました。 

 

  

歳出予算（一般会計） ４ 
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地域振興費

環境まちづくり費
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職員費

その他

（百万円）

 

歳出予算一覧表（目的別） 

 

 
 

 

歳出予算額（目的別）の推移 

 

  

区　分 令和６年度予算額 令和５年度予算額

科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

１ 議 会 費 471,244 0.7 460,803 0.6 10,441 2.3 

２ 子 ど も 費 18,202,815 26.2 24,452,409 32.6 △6,249,594 △25.6 

３ 保 健 福 祉 費 8,647,292 12.4 9,046,928 12.1 △399,636 △4.4 

４ 地 域 振 興 費 6,694,544 9.6 7,458,521 9.9 △763,977 △10.2 

５ 環 境 ま ち づ く り 費 11,933,266 17.2 11,656,665 15.5 276,601 2.4 

６ 総 務 費 7,120,636 10.2 7,029,280 9.4 91,356 1.3 

７ 職 員 費 13,747,092 19.8 12,307,470 16.4 1,439,622 11.7 

８ 公 債 費 165 0.0 165 0.0 0 0.0 

９ 諸 支 出 金 2,308,562 3.3 2,181,011 2.9 127,551 5.8 

１０ 予 備 費 450,000 0.6 450,000 0.6 0 0.0 

69,575,616 100.0 75,043,252 100.0 △5,467,636 △7.3 

増(△)減額 増(△)減率

歳 出 合 計
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・貸付金
投資的経費

（百万円）

（２）性質別歳出 

 

●義務的経費は、前年度対比 15億 71百万円、7.5％の増となりました。 

●そのうち人件費は、職員数の増や定年引上げによる退職者数の増などにより、前年度対比 14

億 26百万円、11.2％の増となりました。 

●扶助費は、児童手当の対象拡大に伴う「次世代育成手当」△２億 11 百万円の減があるもの

の、「児童手当」１億 46百万円、「障害福祉サービス」１億 36 百万円の増などにより、前年

度対比１億 45百万円、1.7％の増となりました。 

●一般行政費は、前年度対比４億 31百万円、1.1％の増となりました。 

●そのうち物件費は、「全庁ＬＡＮの保守管理」３億 72 百万円、「教育研究所等管理運営」１

億 25百万円の増があるものの、「戸籍事務費」△２億 92百万円、「新型コロナウイルスワク

チン接種対策」△２億 91百万円の減などにより、前年度対比△78百万円、△0.3％の減とな

りました。 

●補助費等は、「レシートを活用した区民生活応援事業」△３億 39 百万円の減があるものの、

「清掃一部事務組合分担金」４億 13百万円、「学校給食（小学校管理費、中学校管理費、中

等教育学校管理費）」２億 65百万円の増などにより、前年度対比３億 74百万円、3.5％の増

となりました。 

●投資的経費は、「歩道の設置・拡幅整備」４億 15 百万円の増があるものの、「お茶の水小学

校・幼稚園の整備」完了による△71 億 34百万円、「橋梁の整備」△５億 36百万円の減など

により、前年度対比△75億１百万円、△50.4％の減となりました。 

 

 歳出予算額（性質別）の推移  
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※「その他」は、繰出金、維持補修費、予備費、積立金、投資及び出資金、貸付金です。

歳出予算一覧表（性質別） 

※「その他」は、維持補修費、予備費です。 
 

歳出予算（性質別）構成比の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区　分 令和６年度予算額 令和５年度予算額

科　目 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

22,524,287 32.4 20,953,284 27.9 1,571,003 7.5 

人 件 費 14,107,050 20.3 12,680,705 16.9 1,426,345 11.2 

扶 助 費 8,417,072 12.1 8,272,414 11.0 144,658 1.7 

公 債 費 165 0.0 165 0.0 0 0.0 

38,458,999 55.3 38,028,483 50.7 430,516 1.1 

物 件 費 23,923,800 34.4 24,001,966 32.0 △78,166 △0.3 

補 助 費 等 11,115,846 16.0 10,742,253 14.3 373,593 3.5 

繰 出 金 2,225,123 3.2 2,127,575 2.8 97,548 4.6 

そ の 他 1,194,230 1.7 1,156,689 1.5 37,541 3.2 

83,439 0.1 53,436 0.1 30,003 56.1 

112,615 0.2 111,002 0.1 1,613 1.5 

1,003,575 1.4 1,003,575 1.3 0 0.0 

7,392,701 10.6 14,893,472 19.8 △7,500,771 △50.4 

69,575,616 100.0 75,043,252 100.0 △5,467,636 △7.3 歳 出 合 計

増(△)減額 増(△)減率

義 務 的 経 費

一 般 行 政 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

投 資 的 経 費
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各会計当初予算額の年度別推移は、以下のとおりです。 

 
 

年　度 ６ ５ ４ ３ ２

一 般 会 計 69,576 75,043 69,177 63,952 64,626

国民健康保険事業会計 7,190 6,391 5,814 5,831 5,726

介 護 保 険 特 別 会 計 5,141 4,921 4,747 4,793 4,317

後期高齢者医療特別会計 2,305 2,141 1,979 1,897 1,859

合 計 84,211 88,496 81,717 76,473 76,527

対 前 年 度 伸 び 率    △4.8％      8.3％      6.9％    △0.1％      6.2％ 

年　度 元 30 29 28 27

一 般 会 計 60,482 61,965 54,599 55,858 50,411

国民健康保険事業会計 5,521 5,442 6,091 6,104 5,982

介 護 保 険 特 別 会 計 4,323 4,451 4,538 4,551 4,363

後期高齢者医療特別会計 1,754 1,656 1,587 1,538 1,533

合 計 72,080 73,513 66,816 68,050 62,289

対 前 年 度 伸 び 率    △1.9％     10.0％    △1.8％      9.2％      7.6％ 

※令和３年度予算額は、同時補正予算を含む数値です。

（単位：百万円）

予算規模（一般会計・特別会計）の推移 ５ 
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